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「今」をとらえる ーコロナ禍

世界経済の低迷 (World Bank)
• GDP予測：- 2%（2020年）

• 先進国：- 1.8%、途上国： - 2.5%
• 新興国・途上国：5年間で -６〜 - 11%

労働・雇用の喪失（ILO)
• 非公式経済就労者の10.5%

の労働喪失
• 1億9000万人(16億人中)

の労働者に相当
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エネルギー起源CO2の減少 (Global Carbon Project)
2020年4〜8%減少

自由・職業・生計・娯楽を奪い、不安が蔓延
コロナ禍によるCO2減少は喜ぶべきものではない 3
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地球の温暖化にともない、
異常気象・熱波・高温被害は拡大する。

「今」をとらえる ー気候危機

• 異常気象の頻発
• 東アジア・南アジア

の洪水
日本（令和２年７月豪雨）
中国 (被災者4500万人）
南アジア

バングラデシュ
ネパール・インド

• 高温・猛暑
• シベリアの高温と火災

氷の融解
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Source: UN News



気候変動の進行により
労働生産性が低下

35℃を超える気温で
農業や建設業などの
仕事が失われる

温暖化する地球で

働くことで

労働生産性が低下する

Source: ILO
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一時的なCO2減少
気候変動を止める効果はほとんどない

これからの行動が重要



実質ゼロ

2010                2050

2050年ネットゼロへの行動が求められている
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パリ協定
• 気温上昇を2度未満に抑制、さら

に1.5度に抑制へ努力
• 今世紀後半に世界全体の温室効

果ガス排出をネットゼロに＝エ
ネルギー部門の排出を2050年頃
に実質ゼロ

IPCC 1.5℃地球温暖化 ii)

・早ければ2030年に
1.5度上昇に到達

・気温上昇を1.5度に
抑制するには2050
年に世界全体のCO2
排出をネットゼロに

UNEP排出ギャップレポートiii)

2030年NDCシナリオとパリ協定目標
とのギャップは大きく、2度目標達成
には現行NDCの３倍、1.5度目標達成
には5倍の努力が必要。
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１.５℃抑制

各国の現行目標と政策

このままでは約3℃上昇

1.5℃上昇に抑制するには
2030年までの行動強化が不可避

＜排出量を約半減に＞

実績

コロナ前(2019年末） コロナ後の対応（〜2030年）

化石燃料への回帰

コロナ後の政策

弱い緑の刺激策

中庸の緑の刺激策

強い緑の刺激策

Source： Climate Action Tracker

今後の経済再生策が決定的に重要
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CAN Japan 要望書

安全で心身共に健康で充実した暮らしと気候変動の安定化
の双方を満たす持続可能社会・経済を実現するために

• 経済再生策はパリ協定の1.5℃目標に整合するものであること
• 人権を尊重し、民主主義を確保した、持続可能な社会・経

済への投資
• 途上国・脆弱な国の人々への支援

• 関連するステークホルダーと幅広い対話・熟議を行うこと
• 社会ビジョンと支援のあり方への民主的な協議の確保

安倍晋三 内閣総理大臣 2020. 6. 3
麻生太郎 財務大臣
西村康稔 経済再生担当大臣 に宛てて
梶山浩志 経済産業大臣
小泉進次郎 環境大臣
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CAN International/ Japan 要望書

1. 経済再生策は、気候危機対策のため、パリ協定の1.5℃目標と確実に整
合させること。1.5℃への抑制に貢献するとともに、温室効果ガスの排
出を将来にわたって固定化(ロックイン)させないこと。

2. コロナ危機に対する政府のあらゆる対応の中心に衡平性と公正な移行
（ジャスト・トランジション）を確実に据えること。

3. 化石燃料インフラ、道路の拡充、航空・自動車産業といった、気候変
動の観点から問題のある産業への支援を行わないこと(ゼロエミッショ
ン車への転換の支援など、脱炭素化につながるものを除く)。

4. 化石燃料補助金を廃止し、生物多様性の喪失と自然生態系の破壊を止
めるとともに、省エネと再エネを促進すること。気候と衡平性の観点
から必要とされる、社会的に温室効果ガス排出を減らす効果が見込め
る水準の炭素価格（カーボン・プライシング）が確実に導入されるよ
うにすること。

5. パリ協定の1.5℃目標に整合するよう、石炭、石油、ガスの消費を減ら
す目標を導入すること。

麻生太郎 財務大臣 に宛てて 2020. 7. 15
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検証①政府の補正予算

• 第二次補正予算31.9兆円
（予備費10兆円含む）
気候変動対策との関連性、持続
可能性との統合の観点は明示的
に記されていない

内訳・詳細は、各省の概算要求へ

省庁の独自判断で、予算要求
準備が進められる
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経済産業省の補正予算（一部）
脱炭素移行へどう配慮しているのか見えてこない
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検証② 骨太の方針（2020.7.17）
経済財政運営と改革の基本方針2020
〜危機の克服、そして新しい未来へ〜

「危機の認識：コロナ・経済・国際秩序の揺らぎ」
1.5℃を超えることによる気候危機への認識はない

「新しい未来：個人が輝く豊かな社会・誰も取り残されない
包摂的な社会・国際社会から信頼・尊敬される国」

信頼・尊敬されるための「主導的役割」という点の
みで気候変動が例示

「生命・雇用・事業を守る：ウィズコロナ・災害への防災」
気候災害の拡大を防ぐ・公正な移行支援・持続可能な事業の育成
の観点がない

「新しい日常：デジタルニューディール・地方創生・
「人」・イノベーションへの投資」

脱炭素社会・脱化石燃料の実現・再生可能エネルギー100%への
イノベーションの観点がない
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政府の補正予算・骨太の方針に見える課題

• ビジョンの欠如：気候変動に対する危機意識の共有がな
いため、予算・方針の全体に気候変動対応の共通課題設
定ができていない。

• 政府全体としての整合性の欠如：一部で実施される気候
変動対策は、各省庁の下の設備補助事業など単体の施策。
政府全体としての整合性や体系化がなされていない。

• これまでの経済再生策路線のまま：おおよそこれまでの
経済財政政策の延長であり、脱炭素社会への移行に大き
く舵を切るものになっていない。

持続可能な社会に向けた経済再生策として決定的な問題
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EUの復興計画

• 基本スタンス
• 経済対策としてのグリーンディールの中で2050年ネッ
トゼロ方針を2019/12に定め、法制化・政策レビュー、
基金設置、ロードマップ等を決定。

• その実現のための「グリーン投資基金」で、クリーン
エネルギー技術への投資、化石燃料依存度の高いコ
ミュニティへの支援と労働の移行を支援する「公正な
移行メカニズム」などを準備

• 復興基金ー「気候行動の主流化」(2020.7)
• 7500億ユーロの予算・復興計画（7年間）に合意。
• 2050年ネットゼロの気候目標の重点化を明確化、予算
の30%は気候関連と位置付け
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日本に求められること（１）

• 脱炭素ビジョンの明確化と「2050年ネットゼロ」目標化
• 気候危機を共有し、「危機の克服」のために世界と
日本の脱炭素化を目指すことを国家目標に

• 2030年までの大胆な行動強化（50％以上の削減）と
2050年ネットゼロの達成を目標化

• 政策全体に気候政策との整合性を確立
• 政府全体目標との整合性：
• 矛盾する経済財政政策に対する気候の観点からの評価
（事前事後の政策評価の義務づけ強化）

• 財政支援の際の脱炭素化・条件付け
• CO2多消費部門に対する支援と義務
• 事業者の脱炭素化支援・誘導
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日本に求められること（２）

• エネルギー転換を進める政策を経済再生の軸に
• カーボン・プライシング（経済的手法）
• 再生可能エネルギー大幅拡大策（優先再生可能エネル
ギー大幅拡大策（優先給電・系統強化・市場設計）

• 脱化石燃料の加速（石炭火力計画の中止・既存石炭火
力の廃止）

• 脱炭素化への移行と併せた労働・雇用の移行支援
• エネルギー多消費産業からクリーンな産業への労働の
移行支援
• 「公正な移行」戦略策定
• 教育機会提供
• コミュニティとの対話と失業補償
• 産業育成（省エネ・再エネ）
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京都議定書
第1約束期間

6％削減

2050年
80％削減

民主党2020年
25％削減

2020年3.8％削減
（05年比）

地球温暖化
防止行動計画

0％（90年比）
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日本の温室効果ガス排出削減目標は不十分
大きく引き上げる必要性

2030年26%削減
（13年比）

2050年
ゼロへ！

日本としても1.5℃実現のため
2030年までに大胆に行動強化

をしなくてはならない



出典：気候ネットワーク作成 http://sekitan.jp/

2012年以降の
石炭火力新設計画

50基（2323.3万kW）
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●運転開始...19（544.7万kW）
●建設中... 11（623.4万kW）
●アセス中/完了...5 (261.2万kW）
●計画中 ... 2（200.0万kW）
●運転中止・廃止...13(703.0万kW)

気候変動対策に逆行する
新規の石炭火力の建設を中止する必要性
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経済産業省方針
“非効率石炭火力の９割（100基）を休廃止”は

脱炭素への移行にはならない
古いものは閉じるが、新しいものは今後も延命方針
基数で９割・１００基は大きいが、設備容量ではわずか２割減
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“イノベーション”は、化石燃料関連技術ではな
く再エネ・省エネ分野で起こす必要性

CCS（二酸化炭素固定貯留/利用技術）を推進する政府
コスト・時間軸・削減効果いずれの点からも脱炭素への移行を
後押しする技術になる可能性は著しく低い。石炭火力・化石燃料技術の
延命の口実にしかならない。

投資・イノベー
ションは、
再エネ100％の
実現に
向けるべき



「今」をとらえる ー 変革の時

変革の時をとらえ
持続可能な未来への転換に

今、着手するとき
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